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研究成果の概要（和文）：東アジア諸国は世界でもっとも少子化がすすむ地域である。本研究の目的は、欧州諸
国の「第2の人口転換」と異なる視点から東アジア諸国の結婚・出生の変化を理論的にとらえた上で、出生率を
引き下げている背景要因を実証的に分析することである。具体的な仮説は、①若年雇用の悪化、②高学歴化によ
る教育コストの上昇、③仕事と子育て等の両立の難しさ、④脱物質主義と異なる価値観の変化、である。研究対
象国は、日本および東アジアの主要国・地域である。中心的な研究方法は、パネルデータおよび独自調査のデー
タを使用した分析である。この研究でえられた知見を国内外の学術誌の論文や書籍としてまとめ、政策立案に生
かせる情報を発信した。

研究成果の概要（英文）：East Asian countries are the regions with the low fertility in the world, 
and it is an important academic task to clarify it's actual situation and reasons. The purpose of 
this study is to theoretically grasp the changes in marriage and birth that are occurring in East 
Asian countries from a different perspective from the "second demographic transition" of European 
countries. The background factors were empirically analyzed. Specific hypotheses about the 
backgrounds are (1) deterioration of youth employment, (2) increase in education costs due to higher
 education, (3) difficulty in balancing work and child-rearing, and (4) changes in individual 
values. The study target countries are major countries in the / regions. The central research method
 is event history analysis using panel data and multivariable analysis using independent research 
data. The findings obtained from this research were compiled into papers and books from academic 
journals in Japan and overseas.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
私たちの研究の学術的独自性と創造性は次の2点である。第一に、日本および東アジアの少子化研究は欧州の少
子化研究の理論枠組みを参考にしてすすめられてきたのに対して、本研究は東アジアの実態にそくした理論枠組
みを提示したことである。第二に、東アジアの各国のマイクロデータ（特にパネルデータ）を用いて、出生率を
引き下げている要因および国ごとの違いを実証的に分析したことである。
また、社会的意義は、現在各国において深刻な社会問題のひとつとなっている少子化の背景要因を分析して、少
子化を克服するための必要な少子化対策の視点を示したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
東アジアの先進国・新興国（以下「東アジア」。香港・シンガポールを含む）では、欧州より

も少子化がすすんでいる。最新年の合計特殊出生率（以下「出生率」）は日本 1.44、韓国 1.24、
シンガポール 1.24、台湾 1.18、香港 1.20 である。日本は「低出生力（very low fertility）」、日
本以外は「極低出生率（lowest-low fertility）」である。少子化は東アジア諸国の持続的発展をゆ
るがしかねない。東アジア諸国の少子化の要因を解明することは、社会学・人口学等の重要課題
であるとともに、各国政府の重要な政策的課題である。 
先行研究では、東アジア諸国の少子化は、欧州が経験した「第 2 の人口転換」の理論枠組みで

とらえられてきた。また、ジェンダー平等度が低く、女性にとって子育てと仕事等の「両立」が
難しいことが低出生率をもたらしていることなどが解明されてきた。第 2 の人口転換は、出生
率低下、同棲と婚外子の増加等の人口動態の変化が特徴である。個人の自己実現欲求や「脱物質
主義」への価値観の変化は、この変化を促す強力な要因とされる。 
しかしながら、東アジアでは同棲と婚外子が少ない上に、脱物質主義への価値観変化は明瞭で

ないなど、第 2 の人口転換と特徴が異なる。「両立」の問題は出生率を引き下げているが、ジェ
ンダー平等度が相対的に高いシンガポールや台湾は極低出生率である。日本以上に子育て支援・
両立支援を拡充する国もあるが、低出生率のままである。これらの状況は両立以外に出生率を引
き下げている複数の要因が存在する可能性を示唆しており、それを解明することが必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、東アジアの少子化を捉える理論枠組み・仮説をつくり、出生率が低出生力の
水準を下回る東アジア諸国について、出生率を引き下げている背景要因をマイクロデータを用
いて解明することである。私たちのこれまでの成果をふまえて、特に次の 4 つの要因（若年雇
用、教育、両立、価値観）およびそれらが複合的に組み合わさることが個人の結婚・出生を抑制
する効果およびその国ごとの違いを解明する。 
 
３．研究の方法 
(1)東アジア諸国の少子化の特徴を的確に説明しうる理論枠組みの作成 
東アジア諸国に「第 2の人口転換」理論を適用することの妥当性を検討した上で、欧州と異な

る人口動態面の特徴（低出生率、少ない同棲・婚外子）、圧縮された近代、儒教の文化、脱物質
主義と異なる価値観をふまえて、東アジアの少子化の特徴を把握する理論枠組みを作成した。ま
た、これまでの研究蓄積をふまえて、これら諸国の出生率を引き下げている具体的な「複合」要
因の仮説を作成した。 
 
(2)各国におけるパネルデータ等の二次分析 
 日本、韓国、台湾において学術的利用のために公開されているパネルデータ等の二次分析を実
施した。この分野の主な先行研究には１時点の調査データを使用したものが多く、各種変数と結
婚・出生イベントの因果関係が曖昧であった（例：「両立」しやすい職場の人が出生できるのか、
出生した人が「両立」しやすい職場に移っているのかを判別できない）。この問題を解決するに
は、パネルデータを用いることが有効である。 
 パネルデータ以外にも、利用可能な個票データの分析を実施した。 
 
(3)日本において新型コロナウイルスの感染拡大が就業や出生に与えた影響を調べる独自アンケ
ートの実施 
 本研究の期間の後半に、新型コロナウイルスのパンデミックが生じた。それは、わが国の人々
の就業、家族生活、結婚・出生に多大な影響を与える可能性がある。これをふまえて、2020 年と
2021 年に、国内において新型コロナウイルスの感染拡大が就業や出生に与えた影響を調べるア
ンケート調査を実施して、これを分析した。 
 日本以外の東アジア諸国については、各国で実施された関連研究をサーベイした。 
 
４．研究成果 
(1)日本と東アジア諸国における少子化の背景要因の理論枠組みの作成 
本研究として、図１の理論枠組みを作成した。最終的なアウトカムは少子化であるが、婚外子

が非常に少ない東アジア諸国では未婚化も重要なアウトカムである。未婚化の進行は、少子化に
直結する。 
このため、背景要因は、未婚化と少子化の両方に影響を与える要因をみる必要がある。具体的

には、若年雇用（若年雇用の悪化、硬直的な労働市場）、教育（急速な高学歴化、激しい進学競
争、教育費の私的負担の高さ）、両立（子育てと他の役割の「両立」の難しさ）、価値観（伝統的
な家族規範、物質主義的な価値観）が、これらの背景要因となる。 
 それらの背景要因は、日本と東アジア諸国がおかれた状況によって影響を受けている。そのう



ち、世界共通のものは、グローバル化や市場経済化である。アジア先進諸国・新興国は、圧縮さ
れた近代を経験していること、および儒教文化の影響がある。その上で、各国における社会構造、
労働市場、過去の人口政策等は、未婚化・少子化に影響をあたえている。 
 本研究は、この理論枠組みにもとづいて、後述する具体的な分析と考察を行った。 
 

図 1 日本と東アジア諸国の少子化を捉える理論枠組み 

 

資料：この図は、松田茂樹，2021，『[続]少子化論』学文社から。  
 
(2)各国のパネルデータの分析等からえられた主な知見 
 本研究は、複数のパネルデータ等を用いて、出生や就業等について研究を実施した。使用した
データの制約により、前述のすべての要因について分析はできなかったものの、以下にあげる新
しい結果をえることができた。 
 第一に、日本、韓国、台湾では、若者が不安定雇用や低収入であることが、結婚タイミングを
有意に遅らせていることが確認された。各国において、この傾向は、女性よりも男性で顕著であ
った。この結果から、これら各国では共通して、若年雇用の劣化が未婚化、ひいては少子化をす
すめていることが明らかになった。 
 第二に、日本では、親の子どもに期待する学歴水準が高いほど、その人の追加出生タイミング
が有意に遅いことが明らかになった。韓国、台湾、香港、シンガポールでは、急速な高学歴化や
激しい教育競争（例えば、親が子どもの教育に経済的・時間的に多大な投資を行うこと）が、出
生率低下に影響していた。こうした教育の影響は、欧州主要国とは異なるものであり、東アジア
の特徴である。また、そうした教育競争の背景には、学歴や職歴においてトーナメント競争を志
向する心理状態もあることが示唆された。 
 第三に、韓国では、仕事と子育ての両立が難しいことが、出生を遅らせる要因になっているこ
とが明らかになった。 
  
(3) 新型コロナウイルスの感染拡大が就業や出生に与えた影響 
 2020 年と 2021 年に、日本において、感染が拡大した新型コロナウイルスが、子どもをもつ女
性の就業、夫婦の家事・育児分担、追加出生計画に与えた影響を調査・分析した結果、次の 3点
の知見がえられた。 
 第一に、わが国では、新型コロナウイルスの感染拡大防止のために、在宅勤務が広がった。こ
れは、特に最初の緊急事態宣言の頃に顕著であった。専門職など職業的地位が高い人の方が、そ
うでない人よりも、在宅勤務を行った割合は高かった。地域における新型コロナウイルスと在宅
勤務の実施率の間に、有意な関係はみられなかった。 
 第二に、コロナ禍において、学校がオンライン授業になるなどしたことにより、子どもをもつ
家庭の子育ての負担は増加した。在宅勤務をする夫が家事の一部をシェアし、普及した宅配サー
ビスが、妻たちの負担を減らした。 
 第三に、このパンデミックによって、日本人は結婚と出産という家族形成を先送りした－それ
は日本の出生率をさらに抑制した。特に感染拡大防止策の影響を大きく受けた経済的に恵まれ
ていない人たちや社会的に孤立した人たちにおいて、出生を先送りする傾向が顕著にあらわれ
た。 
 
(4)本研究から示唆 
 本研究から、次の 2点の示唆がえられた。 
 第一に、日本と東アジア諸国における少子化は、単一の要因によってもたらされているのでは
なく、若年雇用・教育・両立等の複数の要因によってもたらされている。これをふまえると、各
国が出生率回復をするためには、それら複数の要因に対処することが必要であるといえる。具体
的には、まず、若年雇用を改善して、若者ができる限り安定した雇用と少なくない収入をえるこ
とをできるようにすることが求められる。また、家庭の教育費負担の軽減と、学歴と職業のミス
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マッチを解消することも大切である。さらに、仕事と子育ての両立を可能にする就業環境の整備
が欠かせない。 
 第二に、新型コロナウイルスの感染拡大は、日本の少子化をさらにすすめることにつながった。
特に経済的基盤の弱い若者が、結婚・出生を先送りせざるをえなくなっている。彼らの家族形成
を支援することが課題である。 
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